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多発性硬化症・視神経脊髄炎関連疾患に関する疫学研究 

分担研究者： 中村好一 
所属施設名： 自治医科大学 

 

研究要旨 

研究要旨：神経免疫疾患に関する調査研究班の多発性硬化症・視神経脊髄炎関連疾患

部会に疫学専門家の立場で参画し、実施主体である臨床家と意見交換しながら、多発

性硬化症・視神経脊髄炎の全国臨床疫学調査を実施し、データを収集した。 

Ａ.研究目的 

 神経免疫疾患に関する調査研究班（研究

代表者: 松井真・金沢医科大学神経内科

学・教授）と難治性疾患の継続的な疫学デ

ータの収集・解析に関する研究班（研究代

表者：中村好一・自治医科大学校洲衛生

学・教授）は共同して、1)多発性硬化症・

視神経脊髄炎、2)重症筋無力症、3)その他

（慢性炎症性脱髄性多発根ニューロパチ

ー、多巣性運動ニューロパチー、クロウ・

深瀬症候群、ビッカースタッフ脳幹脳炎、

免疫介在性疾患群など）について、診断基

準・重症度分類・ガイドラインの妥当性と

患者 QOL の検証について疫学専門家の立場

から研究協力者と共に（坂田清美研究協力

者・岩手医科大学・教授、中村幸志研究協

力者・琉球大学・教授）参画し、臨床研究

者と意見交換を行う。 

 

Ｂ.研究方法 

 「神経免疫疾患のエビデンスによる診断基

準・重症度分類・ガイドラインの妥当性と患

者 QOL の検証」班（以下、臨床班）の班会議

に出席した。臨床班が取り扱う多発性硬化

症・視神経脊髄炎、重症筋無力症などに関す

る情報を収集した。特に、多発性硬化症・視

神経脊髄炎関連疾患部会（幹事：吉良潤一・

九州大学神経内科学・教授）が計画している

同疾患の全国臨床疫学調査について、疫学専

門家の立場で実施主体の臨床家と意見交換

を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

調査に当たっては、実施主体の臨床研究者

および疫学専門家の所属機関（九州大学およ

び岩手医科大学）の倫理審査の承認を得た後

に実施した。 

 

Ｃ.研究結果と考察 
 年 1回の臨床班の班会議に出席した。ま

た、適宜、多発性硬化症・視神経脊髄炎関連
疾患部会の臨床家と打ち合わせを行った。同
部会が計画している全国臨床疫学調査につ
いて、会合、メールを通じて実施主体の臨床
家と意見交換を行った。 
これまでに4回実施されている調査 1)に倣

い、その後継と位置づけて新たに調査（第 5
回）を実施することについて検討した。 
欧米で多数の同様な多発性硬化症調査が

行われている中で、日本の調査の国際的意義
を吟味し、また、前回調査の論文化 1)に際し
て調査方法の記述で苦慮した経緯を踏まえ
て、調査票内容、調査方法などについて慎重
に議論を重ねて準備を進めた。 
難病の患者数と臨床疫学像把握のための

全国疫学調査マニュアル第 3版 2)に従って、
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全国の患者数の推計のための一次調査と患
者特性の把握のための二次調査という二段
階で調査を進めた。以下に概略を記す。調査
対象診療科を脳神経内科・内科、小児科、眼
科とし、同マニュアルの抽出法に基づいて調
査対象医療機関を選定した。対象医療機関の
各科にあてに調査票を送付した。同じ医療機
関の 2つの科（例. 脳神経内科と眼科）での
同一症例の重複報告疑いは事務局で対処し
た。回答率を向上させるため、未回答医療機
関への調査票の再送付に加え、臨床家の調査
委員による声掛けなどを行った。 
2018 年 12 月から調査票の送付を開始した

患者数推計のための一次調査の回収率は
60.1%（/対象医療機関）、2019 年 2月から一
次調査で患者ありと回答した医療機関を対
象にした患者情報収集のための二次調査の
回収率は 53.2%（/一次調査の患者）であった。
これらは前回の一次調査回収率 55.9%（/対象
医療機関）、二次調査回収率 39.3%（/一次調
査の患者）を上回るものであった。 
良好な回収率を得た最も大きな理由は、臨

床家による未回答医療機関への再度の依頼
であると考えられるが、対象診療科を必要最
小限に絞ったこと、学術的価値を確保しつつ
調査票の軽量化を図ったことを中心に高回
収率の実現可能性を重視して調査方法を考
案したことも少なからず寄与した可能性は
ある。 

 その他に、班会議で多発性硬化症・視神経

脊髄炎、重症筋無力症、その他の疾患に関す

る情報を収集し、関連領域についての見識を

深め、診療ガイドラインの作成に資する疫学

調査の方法について疫学専門家の観点で検

討した。 

 

Ｄ.結論 

臨床班と疫学班の共同により、神経免疫疾患

の一部について、疫学像を明らかにした。 

 

Ｅ.研究発表 

（１）国内 

口頭発表           （0）件 

原著論文による発表      （0）件 

それ以外(レビュー等)による発表（0）件 

 

Ｇ.知的所有権の取得状況 

１.特許取得 

該当なし 

 

２.実用新案登録 

該当なし 

 

３.その他 

特になし 

 


